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の考え方 
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添付資料 5.1.6 評価条件の不確かさの影響評価について 

(運転停止中 崩壊熱除去機能喪失) 
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添付資料 5.3.3 安定状態について 

添付資料 5.3.4 評価条件の不確かさの影響評価について 

(運転停止中 原子炉冷却材の流出) 

添付資料 5.3.5 7 日間における燃料の対応(運転停止中 原子炉冷却材の流出) 

 

添付資料 5.4.1 反応度の誤投入における燃料エンタルピ 

添付資料 5.4.2 安定状態について 

添付資料 5.4.3 解析コードおよび解析条件の不確かさの影響評価について 
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添付資料 3.3.3 

 

原子炉格納容器下部への水張り実施の適切性 

 

 

炉心の溶融が進展し，溶融炉心が原子炉圧力容器（以下「RPV」という。)底部から流出するよ

うな場合には，原子炉格納容器内で発生する種々の現象の発生を防止あるいは影響を緩和するこ

とで，格納容器の破損を防止することが重要なマネジメントとなる。RPV の外において発生する

現象のうち，溶融炉心・コンクリート相互作用（以下｢MCCI｣という。)に対してはその影響緩和の

手段として，格納容器下部ドライウェルへの溶融炉心落下前の水張り（以下｢初期水張り｣という。）

が有効な対策となる。一方，初期水張りによって，RPV 外の溶融燃料－冷却材相互作用（以下｢FCI｣

という。）による水蒸気爆発のリスクが生じ，初期水張りの水深によって想定される影響の程度

は変化すると考えられることから，初期水張りを実施する場合には，両者の影響を考慮して水位

を決定する必要がある。以下に初期水張りにおける水位設定の考え方を示す。 

 

1. 格納容器下部ドライウェルへの水張りの FCI に対する影響 

FCIとして生じる現象としては，急激な水蒸気発生に伴う格納容器内圧力の急激な上昇（以下｢圧

力スパイク｣という。）及び水蒸気爆発がある。 

水蒸気爆発については，UO2主体の溶融物が水中に落下した場合に水蒸気爆発が発生した実験例

は僅かであること及び，水蒸気爆発が発生した実験は，外部トリガを意図的に与えた場合，又は

溶融物の温度が溶融炉心の温度を上回る程の極端に大きな過熱度で実験した場合に限られること

を確認している。[1- 4] これらを考慮すると，実機で水蒸気爆発が生じる可能性は小さいと考える。

しかしながら，仮に水蒸気爆発が発生した場合を想定すると，水深が深い方が粗混合が促進され，

発生する機械エネルギーが大きくなることから，構造壁への衝撃荷重が大きくなると考えられる。 

圧力スパイクは，初期水張りの水位が高い場合，水の顕熱による熱の吸収が増加することで圧

力スパイクのピークが小さくなる効果と，溶融炉心の粗混合量が増加することで水への伝熱量が

増加し，圧力スパイクのピークが高くなる効果が考えられる。 

 

2. 格納容器下部ドライウェルへの水張りの MCCI に対する影響 

格納容器下部ドライウェルへの初期水張りに失敗し，溶融炉心落下後に注水を開始した場合，

これまでの知見[5- 14]からは，溶融炉心上部にクラストが形成され，溶融炉心の冷却が阻害される

可能性が考えられる。 

一方，初期水張りを実施することで，溶融物落下時に溶融炉心が粒子化されるため，クラスト

の形成によるデブリ内部への熱の閉じ込めを抑制することができ，デブリ上面からの除熱と落下

時の溶融炉心の急速な冷却（デブリクエンチ）に期待できる。[15- 17] 

 

3. 初期水張りの水位について 

（1） 水位の設定 

【変更箇所】 
「3.3 原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用」 

添付資料 3.3.3 抜粋 
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1.及び 2.に示した通り，初期水張りの水位は，FCI の水蒸気爆発による格納容器への影響の観

点では低い方が良く，FCI の圧力スパイク及び MCCI による格納容器への影響の観点では高い方が

良い。ABWR においては，従来の炉型に比較して格納容器下部ドライウェルの床面積が広いため，

溶融炉心が拡がった際に溶融炉心上面からの除熱に寄与する面積が大きく，また，溶融炉心が格

納容器下部に落下した際の堆積高さが低いため，MCCI が緩和され易いという特徴がある。 

以上を踏まえ，6号及び 7号炉においては，FCI の水蒸気爆発が発生した場合の影響を小さく抑

えつつ，FCI の圧力スパイクを考慮しても原子炉格納容器バウンダリの機能が維持され，MCCI 緩

和のための溶融炉心の粒子化の効果に期待できる水位として，初期水張り水位を 2m に設定してい

る。初期水張り水位 2m における FCI, MCCI の影響や，水張りの実施可能性ついては，FCI, MCCI

各事象の有効性評価で示したとおり，問題が無いものと考える。 

 

（2） 水位の設定根拠 

a. FCI の影響の観点 

1. に示した通り，実機では水蒸気爆発が発生する可能性は小さい。しかしながら，仮に FCI

の発生を前提とした場合，格納容器下部ドライウェルの水位について，水位が高い方が溶融炉

心の細粒化割合が大きくなる傾向がある。この場合，細粒化した粒子から水への伝熱量が多く

なるので，水蒸気爆発に伴い格納容器下部ドライウェルに与えられる荷重は大きくなる。この

ことから，格納容器下部ドライウェルの水深が 2mより深い場合の影響を評価し，問題が無いこ

とを確認している。この詳細は 4. に示す。 

 

b. MCCI の影響の観点 

初期水張りの水深に応じて溶融炉心の一部が水中で粒子化し，急速冷却されることを考慮し

た上で，粒子化しなかった溶融炉心によって形成される連続層の高さを評価し，この連続層の

冷却性の観点から，初期水張りの水深の妥当性を確認した。評価条件を以下に示す。 

 

・溶融炉心の水中での粒子化割合の評価には，MAAP コードにも用いられている Ricou- 

Spalding 相関式[18]を用いた。 

・RPV の破損形態は制御棒駆動機構ハウジング 1 本の逸出を想定し，溶融物流出に伴う破損

口の拡大を考慮した溶融炉心流出質量速度とした。 

・粒子化した溶融炉心が連続層の上部に堆積した状態である，粒子状ベッドの冷却性につい

ては，Lipinski 0-D モデルを使用して評価している。粒子状ベッドのドライアウト熱流束

と堆積したコリウムが床に均一に広がったと仮定した場合の崩壊熱除去に必要な熱流束

（図 1 参照）を比較すると，粒子状ベッドのドライアウト熱流束（0.8MW/m2以上）は崩壊

熱除去に必要な熱流束（全炉心落下で約 0.36MW/m2）よりも十分に大きく，粒子状ベッドの

冷却可能性は極めて高いことから，連続層から水への崩壊熱除去を妨げないものとした。 

・ 落下した溶融炉心は格納容器下部床上を広がると考えられるが，これまでの実験データを

元にした解析[19]によると，初期水張りがある場合，溶融炉心の広がり距離は落下量等にも

よるが 5m程度となるという結果が得られている。6号及び 7号炉の格納容器下部の半径は
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約 5.3m であることから，水張りしている場合でもほぼ床全面に広がる可能性が高いと考え，

溶融炉心の広がり面積を格納容器下部床全面（約 88m2）とした。 

 

また，初期水張りの水位を決定する上での設定目安は以下の通りとした。 

 

・連続層が安定クラストとなり，水が連続層内に浸入せず，連続層の熱伝導が除熱の律速条

件になると仮定して評価したところ，連続層厚さ 15cm までは，連続層が安定クラスト化し

ていても連続層上面からの除熱によってコンクリートを分解温度以下に維持できる（MCCI

の進展を防止可能）という結果（図 2参照）が得られたため，連続層厚さが 15cm となる水

深を初期水張りの設定目安とした。 

 

上記の評価条件を元に，水張り水深と溶融炉心落下量をパラメータとして，連続層堆積高さ

を評価した。評価結果を図 3に示す。 

評価結果を上記の初期水張りの水位の設定目安に照らすと，初期水張りの水位が 2m 程度の場

合，溶融炉心落下量が全炉心の 70%であれば連続層の高さを 15cm 以下にすることができ，初期

水張りの水位が3m程度の場合，溶融炉心落下量が全炉心の100%の場合でも連続層の高さが15cm

以下になることを確認した。 

以上の結果を考慮し，初期水張りの水位は 2m としている。有効性評価では溶融炉心が全量落

下するものとして評価しているものの，落下割合には不確かさがあることや溶融炉心落下後に

は崩壊熱相当の注水を実施する手順としていること及び実機スケールではクラストへの水の浸

入に期待できるという知見を踏まえると，現状の初期水張りの水位の設定は妥当と考える。ま

た，2mの初期水張りについては，事象発生から溶融炉心落下までの時間余裕の中で十分に対応

可能な操作である。 

また，柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉について，MCCI に対して保守的な評価条件を設

定した上で，初期水張りの有効性を感度解析によって確認している。初期水張りの水位を 2mと

した場合について，溶融炉心は全量落下するものとし，溶融炉心の崩壊熱を事象発生から 6 時

間後として，上面熱流束を格納容器圧力への依存性を考慮しない 800kW/m2相当とした場合であ

っても，MCCI による浸食量は数 cm（床面 5cm，壁面 2cm）であり，初期水張りが遅れた場合を

想定し，初期水張りの水位を 1m とした場合であっても MCCI による浸食量は数 cm（床面 7cm，

壁面 4cm）に留まることを確認していることから，現状の初期水張りの水位の設定に問題は無

いものと考える。感度解析の結果を図 4に示す。 

 

c. まとめ 

FCI については，これまでの試験結果から，実機において格納容器の破損に至るような大規

模な RPV 外での水蒸気爆発の発生の可能性は小さいと考える。また，FCI の発生を前提とした

評価においても，格納容器下部ドライウェルの構造損傷に伴う格納容器の破損には至らず，ま

た，十分な余裕があることを確認しており，格納容器下部への初期水張りの有無及びその水位

が，格納容器の健全性に影響を与えるものではないと判断している。 
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上記を踏まえ，格納容器下部ドライウェルに溶融炉心が落下する状況に対しては，格納容器

下部ドライウェルに 2mの初期水張りまで注水を実施する運用としている。 

 

4. 格納容器下部の水位上昇の影響 

事故対応の中で格納容器スプレイを実施すると，リターンラインを通じたサプレッション・チ

ェンバ・プールからの流入やベント管を通じた流入によって冷却材が格納容器下部ドライウェル

に流れ込み，下部ドライウェル水位を上昇させる場合がある。ここでは，FCI の有効性評価で設

定した RPV 破損に至るシナリオにおいて，格納容器下部ドライウェルへの初期水張りの水位が上

昇していた場合を想定し，その際の FCI への影響を評価した。 

 

a．評価条件 

溶融炉心が格納容器下部ドライウェルに落下する前に，格納容器下部にリターンラインまでの

高さ（7m）の水位が形成されているものとした。その他の解析条件は，添付資料 3.3.2 において

設定した評価条件と同様とした。 

 

b．評価結果 

水蒸気爆発による影響と，水蒸気発生に伴う急激な圧力上昇（圧力スパイク）による影響を評

価した。以下にその結果を示す。 

 

（1）水蒸気爆発 

水蒸気爆発によって格納容器下部の水に伝達される運動エネルギーの評価結果を図 5 に示

す。最大値は約 16MJ であり，水位 2m の場合（約 7MJ）と比べて約 2倍に増加している。 

このエネルギーを入力とした応力の解析結果を図 6 及び図 7 に示す。格納容器下部ドライ

ウェルの内側鋼板の最大応力は約 278MPa であり，水位 2m の場合の約 32MPa と比べて約 9 倍

に増加している。また，格納容器下部ドライウェルの外側鋼板の最大応力は約 168MPa であり，

水位 2m の場合の約 25MPa と比べて約 7倍に増加している。格納容器下部ドライウェルの内側

鋼板の降伏応力（490MPa）を十分に下回っており，格納容器破損に至るおそれはないと考え

る。 

また，初期水張りの水位が上昇すると，水面と RPV 底部の距離が短くなる。このことによ

り，水蒸気爆発に伴う瞬間的な水面の上昇が生じた際に，水面が RPV 底部に到達することに

よって，RPV 底部に圧力波が伝搬し，RPV の支持構造に影響を及ぼすことが懸念される。しか

しながら，溶融炉心の落下による水位上昇分は約 0.5m であること，及び，JASMINE 解析によ

ると水蒸気爆発による発生運動エネルギーがピークになる 0.1 秒以内での平均ボイド率は

20%程度（初期水張り水位 2m の条件での評価結果より）であることを考慮すると，初期水張

り水位 2mの場合，水位は約 3m（溶融炉心の堆積による水位上昇分の 0.5m と初期水張り水位

2m の 20%分である 0.4m の水位上昇を想定）までの上昇と想定される。溶融炉心の落下による

水位上昇分及び平均ボイド率について同様と考えると，初期水張り水位 7mの場合，水位は約

9m（溶融炉心の堆積による水位上昇分の 0.5m と初期水張り水位 7m の 20%分である 1.4m の水
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位上昇を想定）までの上昇と想定される。水位の上昇が 9m程度であれば，格納容器下部ドラ

イウェル床面から RPV 底部までの高さ約 10.6m に対して余裕があることから，RPV 底部に直

接的に液相中の圧力波が伝播することは無いと考える。 

水蒸気爆発が発生した際の気相部の挙動については，JASMINE コードを用い，添付資料

3.3.2 の評価条件（初期水張り水位 2m）における，原子炉格納容器下部の空間部での格納容

器圧力及びボイド率変化を評価した。評価結果を図 8 に示す。水蒸気爆発時の粗混合粒子の

細粒化と伝熱により，爆発源の膨張に伴う圧力波が伝播する。圧力波は減衰するため，原子

炉圧力容器底部に到達する時点では 0.30MPa[abs]以下となる。0.30MPa 程度の圧力波によっ

て原子炉圧力容器が損傷に至ることは想定し難いことから，圧力波による原子炉圧力容器へ

の影響は無視できる程度と考える。原子炉格納容器への影響については，原子炉格納容器の

構造上，原子炉格納容器下部において発生した圧力波が減衰されないまま原子炉格納容器上

部に到達することは考えにくいが，仮に 0.30MPa 程度の圧力波が原子炉圧力容器上部の壁面

に到達しても，原子炉格納容器の限界圧力（0.62MPa[gage]）未満であることから，原子炉格

納容器が破損に至ることは無い。また，ボイド率からは水蒸気爆発に伴う水位の変化は 1m未

満であることが確認できることから，水面の上昇による原子炉圧力容器への影響は無いもの

と考えられる。 

 

（2）圧力スパイク 

格納容器圧力の評価結果を図 9 に示す。RPV が破損して，溶融炉心が格納容器下部ドライ

ウェルの水中に落下する際に圧力スパイクが生じているが，圧力スパイクのピーク圧力は約

0.30MPa であり，水位 2mの場合の約 0.47MPa よりも低くなっている。 

この理由としては，初期水張り水位の上昇によって格納容器下部ドライウェルの水量が多

くなり，溶融炉心の粗混合量が増加し，水への伝熱量が増加したものの，落下した溶融炉心

の周囲のサブクール状態の水量が増加したことによる効果が，溶融炉心落下時の水温上昇と

それに伴う蒸気発生を緩和する側に作用し，ピーク圧力が抑制された可能性が考えられる。 

 

以上の結果から，格納容器下部ドライウェルの水位を現状の初期水張りの水位である 2m 以上に

上昇させた場合であっても，FCI によって格納容器が破損に至る恐れは無いと考える。このこと

から事故対応におけるドライウェルスプレイ等の運転操作に対して，FCI の観点からの制約は生

じない。 

 

5. 結論 

柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7 号炉においては，FCI が発生した場合の影響を低減しつつ，

溶融炉心の粒子化の効果等による MCCI の影響緩和を期待できる水位として，初期水張り水位を

2m に設定している。また，事故対応におけるドライウェルスプレイ等の運転操作により，格納容

器下部ドライウェルの水位が上昇した場合であっても格納容器が破損に至る恐れはない。 

 

以 上 
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 添 3.3.3-7 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1 格納容器下部ドライウェルへの溶融炉心落下割合に対する 
連続層堆積高さと単位面積当たりの発熱量 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2 ハードクラスト形成時のコンクリート侵食評価例※2 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3 水張り水深と連続層堆積高さの関係※ 
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※1 溶融炉心の堆積により生

じた連続層厚さ。図中の他

の評価結果に付記されて

いる値についても同じ。 
※2 クラスト表面は沸騰曲線

による熱伝達を仮定，クラ

スト内は熱伝導による温

度勾配を考慮 
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※ 本評価では，RPV 下部の貫通口で

最大の径である CRD ハウジング 1
本をデブリジェット径として想定

しているが，実際には溶融炉心落下

量が少ない場合は破断口径が小さ

く，デブリジェット径が小さくなる

傾向を示すと考えられる。また，

Ricou-Spalding の式ではデブリジ

ェット径が小さいほど粒子化割合

が大きくなる。溶融炉心落下量と，

破断口径のとの相関を現実的に考

えると，本評価では保守的に CRD
ハウジング 1 本としているが，溶融

炉心落下量が少ない場合には破断

口径が小さくなり，より多くの割合

が粒子化し，連続層堆積厚さが低下

する傾向となるものと考えられる。 

※1 
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(a) 初期水張り水位 2 m の場合（溶融炉心の崩壊熱：事象発生から 
6 時間後，上面熱流束：800kW/m2相当（圧力依存無し）） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(b) 初期水張り水位 1 m の場合（溶融炉心の崩壊熱：事象発生から 
6 時間後，上面熱流束：800kW/m2相当（圧力依存無し）） 

 
図 4 格納容器下部壁面及び床面の浸食量の推移
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 添 3.3.3-9 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5 水蒸気爆発によるエネルギーの変化（初期水張り水位 7m） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6 水蒸気爆発による格納容器下部内側鋼板の応力の変化（初期水張り水位 7m） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 7 水蒸気爆発による格納容器下部外側鋼板の応力の変化（初期水張り水位 7m） 
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図 9 格納容器圧力の推移（初期水張り水位 7m） 
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 2.2-6

水位が回復し，炉心は再冠水する。 

燃料被覆管の最高温度発生位置におけるボイド率は，原子炉減圧により，原子炉水位が低

下し，炉心が露出することから上昇する。その結果，燃料被覆管は核沸騰冷却から蒸気冷却

となり熱伝達係数は低下する。その後，残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水

により，燃料の露出と冠水を繰り返すため，燃料被覆管の最高温度発生位置におけるボイド

率及び熱伝達係数は増減する。炉心が再冠水すると，燃料被覆管温度は低下することから，

ボイド率は低下し，熱伝達係数は上昇する。 

高出力燃料集合体及び炉心下部プレナム部のボイド率については，上記に伴い変化する。

また，炉心が再冠水した以降は，残留熱除去系を用いた原子炉圧力容器及び原子炉格納容器

除熱手順に従い，冷温停止状態に移行することができる。 

 

※炉心露出から再冠水の過程を示すという観点で，シュラウド内側の水位を示した。シュラウド内側は，

炉心部から発生するボイドを含んだ二相水位を示しているため，シュラウド外側の水位より，見かけ上

高めの水位となる。一方，非常用炉心冷却系の起動信号となる原子炉水位計（広帯域）の水位及び運転

員が炉心冠水状態において主に確認する原子炉水位計（広帯域・狭帯域）の水位は，シュラウド外側の

水位であることから，シュラウド内外の水位を合わせて示した。なお，水位が有効燃料棒頂部付近とな

った場合には，原子炉水位計（燃料域）にて監視する。6号炉の原子炉水位計（燃料域）はシュラウド内

を，7号炉の原子炉水位計（燃料域）はシュラウド外を計測している。 

 

b. 評価項目等 

燃料被覆管の最高温度は，図 2.2.11 に示すとおり，原子炉水位が回復するまでの間に炉

心が一時的に露出するため燃料被覆管の温度が上昇し，約 761℃に到達するが，1,200℃以

下となる。燃料被覆管の最高温度は，高出力燃料集合体にて発生している。また，燃料被覆

管の酸化量は酸化反応が著しくなる前の燃料被覆管厚さの 1%以下であり，15%以下となる。 

原子炉圧力は，図 2.2.5 に示すとおり，逃がし安全弁の作動により，約 7.52MPa[gage]以

下に抑えられる。原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力は，原子炉圧力と原子炉圧力容

器底部圧力との差（高々約 0.3MPa）を考慮しても，約 7.82MPa[gage]以下であり，最高使用

圧力の 1.2 倍（10.34MPa[gage]）を十分下回る。 

原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力及び温度の最大値は，約 0.07MPa[gage]及び約

101℃に抑えられる。原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力及び温度は，限界圧力及び限

界温度を下回る。 

図 2.2.6 に示すとおり，残留熱除去系（低圧注水モード）による注水継続により炉心が冠

水し，炉心の冷却が維持される。その後は，12 時間後に残留熱除去系による原子炉圧力容

器及び原子炉格納容器除熱を開始することで安定状態が確立し，また，安定状態を維持でき

る。 

（添付資料 2.2.1） 

【変更箇所】
「2.2 高圧注水・減圧機能喪失」抜粋
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 2.2-25

 

図 2.2.19 サプレッション・チェンバ・プール水位の推移 

 

 

 

図 2.2.20 サプレッション・チェンバ・プール水温の推移 
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 2.3.1-9 

 

事象発生から 24 時間経過した時点で，常設代替交流電源設備による交流電源の供給を

開始し，その後，中央制御室からの遠隔操作により逃がし安全弁 2 個を手動開すること

で，原子炉の急速減圧を実施し，原子炉減圧後に残留熱除去系（低圧注水モード）による

原子炉注水を開始する。原子炉の急速減圧を開始すると，原子炉冷却材の流出により原子

炉水位は低下するが，残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水が開始されると

原子炉水位が回復する。 

崩壊熱除去機能を喪失しているため，原子炉圧力容器内で崩壊熱により発生する蒸気

が原子炉格納容器内に流入することで，格納容器圧力及び温度は徐々に上昇する。そのた

め，格納容器圧力逃がし装置等による原子炉格納容器除熱を行う。原子炉格納容器除熱は，

事象発生から約 16時間経過した時点で実施する。また，原子炉格納容器除熱時のサプレ

ッション・チェンバ・プール水位は，真空破壊装置（約 14m）及びベントライン（約 17m）

に対して，十分に低く推移するため，真空破壊装置の機能は維持される。この点と，蒸気

の流入によってサプレッション・チェンバ・プール水温が上昇することを考慮し，その確

実な運転継続を確保する観点から，原子炉隔離時冷却系の水源は復水貯蔵槽とする。常設

代替交流電源設備による電源供給を開始した後は，ベントラインを閉じて，代替原子炉補

機冷却系を介した残留熱除去系による原子炉格納容器除熱を行うものとする。 

※2 シュラウド内側は，炉心部から発生するボイドを含んだ二相水位を示しているため，シュラウド

外側の水位より，見かけ上高めの水位となる。一方，非常用炉心冷却系の起動信号となる原子炉

水位計（広帯域）の水位及び運転員が炉心冠水状態において主に確認する原子炉水位計（広帯域・

狭帯域）の水位は，シュラウド外側の水位であることから，シュラウド内外の水位を合わせて示

した。なお，水位が有効燃料棒頂部付近となった場合には，原子炉水位計（燃料域）にて監視す

る。6号炉の原子炉水位計（燃料域）はシュラウド内を，7号炉の原子炉水位計（燃料域）はシュ

ラウド外を計測している。 

 

b. 評価項目等 

燃料被覆管の最高温度は，図 2.3.1.13 に示すとおり，初期値(約 310℃)を上回ること

なく，1,200℃以下となる。また，燃料被覆管の酸化量は酸化反応が著しくなる前の燃料

被覆管厚さの 1%以下であり，15%以下となる。 

原子炉圧力は，図 2.3.1.7 に示すとおり，逃がし安全弁の作動により，約 7.52MPa[gage]

以下に抑えられる。原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力は，原子炉圧力と原子炉圧

力容器底部圧力との差（高々約 0.3MPa）を考慮しても，約 7.82MPa[gage]以下であり，最

高使用圧力の 1.2 倍（10.34MPa[gage]）を十分下回る。 

また，崩壊熱除去機能を喪失しているため，原子炉圧力容器内で崩壊熱により発生する

蒸気が原子炉格納容器内に流入することによって，格納容器圧力及び温度は徐々に上昇

するが，格納容器圧力逃がし装置等による原子炉格納容器除熱を行うことによって，原子

炉格納容器バウンダリにかかる圧力及び温度の最大値は，約 0.31MPa[gage]及び約 144℃

【変更箇所】
｢2.3.1 全交流電源喪失（外部電源喪失
＋DG喪失）」抜粋
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 2.3.1-29

 

図 2.3.1.17 格納容器気相部温度の推移 

 

 

 
図 2.3.1.18 サプレッション・チェンバ・プール水位の推移 
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図 6 燃料被覆管温度の推移（事象発生から 400 秒後まで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6 燃料被覆管温度の推移（事象発生から 400 秒後まで）  

事象発生からの時間（s） 

事象発生からの時間（s） 

燃料被覆管の最高温度発生 

（約 1080℃，約 172 秒） 

燃
料
被
覆
管
の
最
高
温
度 

（℃） 

燃
料
被
覆
管
の
最
高
温
度 

（℃） 

【変更箇所】 
2.5 原子炉停止機能喪失 
添付資料 2.5.6 初期炉心流量の相違による評価結果への影響 
図 6 燃料被覆管温度の推移 

※全ノード中、燃料被覆管

の温度が最高を示した

15 ノードの推移を示す。 

※全ノード中、燃料被覆管

の温度が最高を示した

15 ノードの推移を示す。 

《参考》前回(平成 28 年 8 月 26 日)提出時点の評価結果 

燃料被覆管の最高温度発生 

（約 1080℃，約 181 秒） 《見直しに伴う変更箇所》 

燃料被覆管の最高温度発生時刻 
見直し前：約 172 秒後 
見直し後：約 181 秒後 
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参考図 1 燃料被覆管温度の推移（7～13 ノード，変更後評価結果） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考図 2 燃料被覆管温度の推移 

（7～13 ノード，前回(平成 28年 8月 26 日)提出時点の評価結果） 

事象発生からの時間（s） 

事象発生からの時間（s） 

燃
料
被
覆
管
の
最
高
温
度 

（℃） 

スペーサ位置とノードの関係 
(●が各ノードを示す。) 

燃
料
被
覆
管
の
最
高
温
度 

（℃） 

スペーサ位置とノードの関係 
(●が各ノードを示す。) 

《参考》変更前後の 7～13 ノードの燃料被覆管温度の推移 
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図 3.2.7 原子炉圧力の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2.8 原子炉水位の推移 
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(約 0.3MPa[gage]) 

リロケーションによる原子炉圧力上昇 
逃がし安全弁

開閉による原

子炉圧力制御 

逃がし安全弁の手動開操作による原子炉減圧 

2.0MPa[gage] 

溶融炉心の状態変化に

より見かけ上の原子炉

水位が上昇している 

原
子
炉
圧
力 

（MPa[gage]） 

原
子
炉
水
位 

（m） 

炉心下部プレナムの水

は蒸発しているが，落下

した溶融炉心の堆積に

より，見かけ上の原子炉

水位が表示されている 

原子炉水位が有効燃料棒底

部から有効燃料棒の長さの

10%上の位置に到達した時

点で逃がし安全弁 2 個の開

放による原子炉減圧により

原子炉水位が低下 

原子炉圧力容器の破損に

より炉心下部プレナムの

原子炉冷却材が原子炉格

納容器下部に落下 

（最大圧力 約 7.8MPa[gage]，約 3.1 秒） 

約 2.6MPa[gage](約 3.4 時間後) 

「3.2 高圧溶融物放出/格納容器雰囲気直接加熱」抜粋 
【変更内容】解析上の注水の設定見直しによるベースケースの差替え 
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図 3.2.9 格納容器圧力の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2.10 格納容器温度の推移 
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格
納
容
器
圧
力 

格納容器限界圧力 

ドライウェル 

サプレッション・チェンバ 

代替循環冷却（格納容器スプレイ及び格

納容器下部注水）への系統構成切替に伴

うスプレイ停止により格納容器圧力上昇 

逃がし安全弁 2 個の開放に

より格納容器圧力上昇 

原子炉圧力容器の破損及び原子炉格納容器下

部へのデブリ落下による格納容器圧力上昇 

事故後の時間（h） 

格
納
容
器
温
度 

サプレッション･チェンバ（気相） 

格納容器限界温度 

ドライウェル 

サプレッション･チェンバ（液相） 

（℃） 

（MPa[gage]） 

代替格納容器スプレイ等による格納容器圧力抑制 

代替循環冷却（格納容器スプレイ及び格納

容器下部注水）による格納容器圧力低下 

代替格納容器スプレイ等による格納容器温度抑制 

代替循環冷却（格納容器スプレイ

及び格納容器下部注水）への系統

構成切替に伴うスプレイ停止に

より格納容器温度上昇 

代替循環冷却（格納容器スプレイ及び格納

容器下部注水）による格納容器温度低下 

最大圧力 約 0.55MPa[gage]（約 28 時間後） 

最高温度 約 169℃（約 54 時間後） 

代替循環冷却（格納容器スプレイ及び格納容器下部注水）

開始までの最高温度 約 151℃（約 20.5 時間後） 

《見直しに伴う変更箇所》 

格納容器最大圧力及び最大圧力発生時刻 
見直し前：最大圧力 約 0.56MPa[gage]（約 27 時間後） 
見直し後：最大圧力 約 0.55MPa[gage]（約 28 時間後） 
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3.2-25 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2.11 サプレッション・チェンバ・プール水位の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2.12 注水流量の推移 
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 3.3-12 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.3.1 原子炉圧力の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.3.2 原子炉水位の推移  

シュラウド内水位 

シュラウド外水位 

有効燃料棒頂部 

有効燃料棒底部 

逃がし安全弁からの蒸気放出により原子炉水位が低下 
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炉心下部プレナム水が蒸発

し原子炉水位が低下 
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事故後の時間（h） 

原子炉圧力容器の破損直前 

(約 0.3MPa[gage]) 

リロケーションによる原子炉圧力上昇 
逃がし安全弁

開閉による原

子炉圧力制御 

逃がし安全弁の手動開操作による原子炉減圧 

2.0MPa[gage] 

溶融炉心の状態変化に
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水位が上昇している 
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子
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圧
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（MPa[gage]） 

原
子
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（m） 

炉心下部プレナムの水

は蒸発しているが，落下

した溶融炉心の堆積に

より，見かけ上の原子炉

水位が表示されている 

原子炉水位が有効燃料棒底

部から有効燃料棒の長さの

10%上の位置に到達した時

点で逃がし安全弁 2 個の開

放による原子炉減圧により

原子炉水位が低下 

原子炉圧力容器の破損に

より炉心下部プレナムの

原子炉冷却材が原子炉格

納容器下部に落下 

（最大圧力：約 7.8MPa[gage]，約 3.1 秒） 

約 2.6MPa[gage](約 3.4 時間後) 

「3.3 原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用」抜粋 
【変更内容】解析上の注水の設定見直しによるベースケースの差替え 
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 3.3-13 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.3.3 格納容器圧力の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.3.4 格納容器温度の推移 
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最大温度 約 148℃（約 7時間後） 
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サプレッション・チェンバ（液相） 

《見直しに伴う変更箇所》 
圧力スパイクピーク値 

見直し前：最大圧力 約 0.49MPa[gage] 
見直し後：最大圧力 約 0.50MPa[gage] 

《見直しに伴う変更箇所》 
圧力スパイクまでの格納容器最大温度 

見直し前：最大温度 約 145℃ 
見直し後：最大温度 約 148℃ 
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 3.3-14 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.3.5 格納容器下部水位の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.3.6 注水流量の推移 
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3.5-15 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.5.1 原子炉圧力の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.5.2 原子炉水位の推移 
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逃がし安全弁からの蒸気放出により原子炉水位が低下 

炉心下部プレナム水位 

炉心支持板の破損に伴って

炉心下部プレナム水が蒸発

し原子炉水位が低下 

事故後の時間（h） 

事故後の時間（h） 

原子炉圧力容器の破損直前 

（約 0.3MPa[gage]） 

リロケーションによる原子炉圧力上昇 
逃がし安全弁

開閉による原

子炉圧力制御 

逃がし安全弁の手動開操作による原子炉減圧 
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水位が上昇している 

原
子
炉
圧
力 

（MPa[gage]） 

原
子
炉
水
位 

（m） 

炉心下部プレナムの水

は蒸発しているが，落下

した溶融炉心の堆積に

より，見かけ上の原子炉

水位が表示されている 

原子炉水位が有効燃料棒底

部から有効燃料棒の長さの

10%上の位置に到達した時

点で逃がし安全弁 2 個の開

放による原子炉減圧により

原子炉水位が低下 

原子炉圧力容器の破損に

より炉心下部プレナムの

原子炉冷却材が原子炉格

納容器下部に落下 

約 2.6MPa[gage]（約 3.4 時間後） 

（最大圧力 約 7.8MPa[gage]，約 3.1 秒） 

「3.5 溶融炉心・コンクリート相互作用」抜粋 
【変更内容】解析上の注水の設定見直しによるベースケースの差替え 
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3.5-16 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.5.3 格納容器圧力の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.5.4 格納容器温度の推移 
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納容器下部注水）への系統構成切替に伴

うスプレイ停止により格納容器圧力上昇 

逃がし安全弁 2 個の開放に

より格納容器圧力上昇 
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及び格納容器下部注水）への系統

構成切替に伴うスプレイ停止に

より格納容器温度上昇 

代替格納容器スプレイ等による格納容器圧力抑制 

代替循環冷却（格納容器スプレイ及び格納

容器下部注水）による格納容器圧力低下 

最大圧力 約 0.55MPa[gage]（約 28 時間後） 

代替格納容器スプレイ等による格納容器温度抑制 

代替循環冷却（格納容器スプレイ及び格納

容器下部注水）による格納容器温度低下 

代替循環冷却（格納容器スプレイ及び格納容器下部注水）

開始までの最高温度 約 151℃（約 20.5 時間後） 

最高温度 約 169℃（約 54 時間後） 

《見直しに伴う変更箇所》 
格納容器最大圧力及び最大圧力発生時刻 

見直し前：最大圧力 約 0.56MPa[gage]（約 27 時間後） 

見直し後：最大圧力 約 0.55MPa[gage]（約 28 時間後） 
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3.5-17 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.5.5 ドライウェルの気相濃度の推移（ウェット条件） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.5.6 サプレッション・チェンバの気相濃度の推移（ウェット条件） 
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炉心損傷により水素が原子炉圧力容器からサプレッ

ション・チェンバに流れ込み，真空破壊装置を介し

てドライウェル内に流入し，水素濃度が上昇 

炉心損傷により水素が原子炉圧力容

器からサプレッション・チェンバに

流れ込むため，水素濃度が上昇 

原子炉圧力容器破損及び原子炉格納容

器下部への溶融炉心の落下に伴い生じ

る水蒸気によって水蒸気の濃度が上昇 

※ 溶融炉心・コンクリート 

反応による発生を考慮。 

※ 溶融炉心・コンクリート 

反応による発生を考慮。 

原子炉圧力容器破損及び原子炉格納容

器下部への溶融炉心の落下に伴い生じ

る水蒸気によって水蒸気の濃度が上昇 

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
の
気
相
濃
度 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
の
気
相
濃
度 

（vol%） 

（vol%） 

原子炉格納容器下部への溶融炉心落下後の水素

濃度の最低値約 13.1vol%（約 7.8 時間後） 

酸素可燃限界（5vol%） 

酸素可燃限界（5vol%） 

二酸化炭素，一酸化炭素※ 

水素 

酸素 

窒素 

水蒸気 

二酸化炭素 

一酸化炭素 

二酸化炭素，一酸化炭素※ 

水素 

酸素 

窒素 

水蒸気 

二酸化炭素 

一酸化炭素 

《見直しに伴う変更箇所》 
原子炉格納容器下部への溶融炉心落下後の水素濃度の最低値 

見直し前：13.9vol% 
見直し後：13.1vol% 
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3.5-18 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.5.7 ドライウェルの気相濃度の推移（ドライ条件） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.5.8 サプレッション・チェンバの気相濃度の推移（ドライ条件） 

  

事故後の時間（h） 

事故後の時間（h） 
※ 溶融炉心・コンクリート 

反応による発生を考慮。 

※ 溶融炉心・コンクリート 

反応による発生を考慮。 

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
の
気
相
濃
度 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
の
気
相
濃
度 

（vol%） 

（vol%） 

原子炉格納容器下部への溶融炉心落下後の

水素濃度の最低値約34.4vol%（約 7時間後） 

酸素可燃限界（5vol%） 二酸化炭素，一酸化炭素※ 

水素 

酸素 

窒素 

二酸化炭素 

一酸化炭素 

酸素可燃限界（5vol%） 二酸化炭素，一酸化炭素※ 

水素 

酸素 

窒素 

二酸化炭素 

一酸化炭素 

《見直しに伴う変更箇所》 
原子炉格納容器下部への溶融炉心落下後の水素濃度の最低値 

見直し前：34.1vol% 
見直し後：34.4vol% 

29
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図 3.5.9 サプレッション・チェンバ・プール水位の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.5.10 格納容器下部水位の推移 

  

事故後の時間（h） 

原子炉圧力 

容器破損 

原子炉格納容器下部水位 

2m で注水停止 
格
納
容
器
下
部
水
位 

（m） 

※ 格納容器下部床面を 0m とした。 
格納容器下部床面はサプレッション・ 

チェンバ床面より約 1.6m 高い 

代替格納容器スプレイ等による格納

容器圧力抑制に伴う水位変動 

代替循環冷却（格納容器スプレイ及び格納容器下

部注水）開始に伴いドライウェル及びサプレッシ

ョン・チェンバの差圧が拡がり，リターンライン

からサプレッション・チェンバに冷却材が流入 

ドライウェル及びサプレッション・

チェンバの差圧が縮小し，サプレッ

ション・チェンバ・プール水位と格

納容器下部水位がほぼ等しくなる 

事故後の時間（h） 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
・
プ
ー
ル
水
位 

ベントライン 
（約 17m） 

真空破壊装置 
（約 14m） 

サプレッション･チェンバ 

※ サプレッション・チェンバ 

床面を 0m とした。 

（m） 

代替循環冷却（格納容器スプレイ及び格

納容器下部注水）への系統構成切替に伴

い水位の上昇が停止 

※ 

※ 
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3.5-20 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.5.11 格納容器下部壁面及び床面の浸食量の推移 

 

原子炉圧力容器破損後からの時間（h） 

原子炉格納容器下部床面及び壁面の浸食量（0cm） 

 

（cm） 

溶
融
炉
心
に
よ
る
コ
ン
ク
リ
ー
ト
の
浸
食
量 
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4.1-6 

冷却機能喪失による異常の認知を起点とするものであるため，運転員等操作時間に

与える影響はない。 

初期条件の使用済燃料プール水温は，評価条件の65℃に対して最確条件は約27℃

～約45℃であり，本評価条件の不確かさとして，最確条件とした場合，評価条件で設

定している使用済燃料プールの初期水温より低くなることが考えられ，さらに時間

余裕が長くなることが考えられるが，補給操作は，燃料プール水の初期水温に応じた

対応をとるものではなく，冷却機能喪失による異常の認知を起点とするものである

ため，運転員等操作時間に与える影響はない。 

初期条件の使用済燃料プールの水位は，評価条件の通常水位に対して最確条件は

通常水位付近であり，本評価条件の不確かさとして，最確条件とした場合，評価条件

での初期水位は通常水位を設定しているため，その水位より低い方の変動を考慮し

た場合，有効燃料棒頂部に低下するまでの時間及び補給機能喪失による異常の認知

の時間は短くなる。水位の条件によっては水位低下による異常の認知の時間が早く

なり、それにより操作開始が早くなることが考えられるが,本事象における補給操作

は，冷却機能喪失による異常の認知を起点として操作を開始するため，その起点より

操作開始が遅くなることはなく,運転員等操作時間に与える影響はない。また, 初期

に地震起因のスロッシングが発生した場合は，水位低下により原子炉建屋最上階の

線量が上昇するため，その現場における長時間の作業は困難となる。ただし，燃料プ

ール代替注水系（常設スプレイヘッダ）による使用済燃料プールへの補給操作は，屋

外から実施できるため線量の影響が小さく, 運転員等操作時間に与える影響はない。 

初期条件のプールゲートの状態は，評価条件のプールゲート閉鎖に対して最確条

件はプールゲート開放であり，本評価条件の不確かさとして，最確条件とした場合，

保有水量はプールゲート閉鎖時と比べ2倍程度となり，使用済燃料プールの水温上昇

及び蒸発による水位の低下速度は緩和されるが，補給操作は，プールゲートの状態に

応じた対応をとるものではなく，冷却機能喪失による異常の認知を起点とするもの

であるため，運転員等操作時間に与える影響はない。 

 

  (b)評価項目となるパラメータに与える影響 

初期条件の燃料の崩壊熱は，評価条件の約11MWに対して最確条件は約10MW以下で

あり，本評価条件の不確かさとして，最確条件とした場合，評価条件で設定している

燃料の崩壊熱より小さな値となることから，評価項目となるパラメータに対する余

裕は大きくなる。 

初期条件の使用済燃料プール水温は，評価条件の65℃に対して最確条件は約27℃

～約45℃であり，本評価条件の不確かさとして，最確条件とした場合，評価条件で設

定している使用済燃料プールの水温より低くなるため，沸騰開始時間が遅くなり，水

位低下は緩和されることから，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくな

想定事故１ 4.1.3 評価条件の不確かさの影響評価 抜粋 

【変更内容】 燃料プール代替注水系（可搬型）による使用済燃料プールへの補給操作開始

の起点について、技術的能力の記載と整合 
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4.1-7 

る。なお，自然蒸発,使用済燃料プールの水温及び温度上昇の非一様性により,評価で

想定している沸騰による水位低下開始時間より早く水位の低下が始まることも考え

られる。しかし，自然蒸発による影響は沸騰による水位低下と比べて僅かであり，気

化熱により使用済燃料プール水は冷却される。また，使用済燃料プールの水温の非一

様性も沸騰開始後の気泡上昇を駆動力とした対流により影響が小さくなることが考

えられる。さらに，仮に事象発生直後から沸騰による水位低下が開始すると想定した

場合であっても，放射線の遮蔽が維持される最低水位に到達するまでの時間は事象

発生から1日以上（10mSv/hの場合 6号及び7号炉 約1.1日），有効燃料棒頂部まで水

位が低下するまでの時間は事象発生から3日以上（6号及び7号炉 約3.5日）あり，事

象発生から12時間後までに燃料プール代替注水系（可搬型）による補給が可能である

ため，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

初期条件の使用済燃料プールの水位は，評価条件の通常水位に対して最確条件は

通常水位付近であり，本評価条件の不確かさとして，最確条件とした場合，評価条件

での初期水位は通常水位を設定しているため，その変動を考慮した場合，通常水位か

ら有効燃料棒頂部まで水位が低下する時間は短くなるが，仮に初期水位を水位低警

報レベル（通常水位から0.3ｍ程度低下した位置※5）とした場合であっても放射線の

遮蔽が維持される最低水位に到達するまでの時間は事象発生から1日以上（10mSv/h

の場合 6号及び7号炉 約1.2日），水位が有効燃料棒頂部まで低下するまでの時間は

事象発生から3日以上（6号及び7号炉 約3.7日）あり，事象発生から12時間後までに

燃料プール代替注水系（可搬型）による補給が可能であるため，評価項目となるパラ

メータに与える影響は小さい。また，初期に地震起因のスロッシングが発生した場合

は，使用済燃料プールの水位低下により原子炉建屋最上階の線量が上昇するため，そ

の現場における長時間の作業は困難となる。ただし，燃料プール代替注水系（常設ス

プレイヘッダ）による使用済燃料プールへの補給操作は屋外での操作であるため，現

場操作に必要な遮蔽は維持される。事象発生12時間後から燃料プール代替注水系（常

設スプレイヘッダ）による使用済燃料プールへの補給を実施することにより，6号及

び7号炉の使用済燃料プールの水位が原子炉建屋最上階の放射線の遮蔽維持に必要

な最低水位まで回復する時間は事象発生から約26時間後（10mSv/hの場合），通常水

位まで回復する時間は事象発生から約45時間後となる。また，水位が通常水位から有

効燃料棒頂部まで低下する時間は事象発生から2日以上（6号及び7号炉 約2.2日）あ

り，事象発生から12時間後までに燃料プール代替注水系（可搬型）による補給が可能

であるため，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

初期条件のプールゲートの状態は，評価条件のプールゲート閉鎖に対して最確条

件はプールゲート開放であり，本評価条件の不確かさとして，最確条件とした場合，

保有水量はプールゲート閉鎖時と比べ2倍程度となり，使用済燃料プールの水温上昇

や蒸発による水位の低下速度は緩和されることから，評価項目となるパラメータに
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4.1-8 

対する余裕は大きくなる。 

 

※5 使用済燃料貯蔵プール水位・温度計（SA広域）の水位低の警報設定値：6号炉通常水位-225mm，

7号炉通常水位-267mm 

 

ｂ．操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作に係る不確かさを「認知」，「要員配置」，「移動」，

「操作所要時間」，「他の並列操作有無」及び「操作の確実さ」の6要因に分類し，こ

れらの要因が，運転員等操作時間に与える影響を評価する。また，運転員等操作時間に

与える影響が評価項目となるパラメータに与える影響を評価し，評価結果を以下に示

す。 

 (a) 運転員等操作時間に与える影響 

操作条件の燃料プール代替注水系（可搬型）による使用済燃料プールへの補給操作

は，評価上の操作開始時間として事象発生から12時間後を設定している。運転員等操

作時間に与える影響として，評価上の操作開始時間を事象発生12時間後として設定

しているが，他の操作はないため，使用済燃料プールの冷却機能喪失による異常を認

知した時点で補給準備に着手可能である。よって，評価上の操作開始時間に対し，実

際の操作開始時間が早くなる場合が考えられ，使用済燃料プール水位の回復を早め

る。 

 

 (b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

操作条件の燃料プール代替注水系（可搬型）による使用済燃料プールへの補給操作

は，運転員等操作時間に与える影響として，評価上の操作開始時間に対して，実際の

操作開始時間が早くなる場合が考えられ，この場合，使用済燃料プール水位の回復が

早くなり，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

（添付資料4.1.5） 

 

(2) 操作時間余裕の把握 

操作遅れによる影響度合いを把握する観点から，評価項目となるパラメータに対して，対

策の有効性が確認できる範囲内での操作時間余裕を確認し，その結果を以下に示す。 

操作条件の燃料プール代替注水系（可搬型）による使用済燃料プールへの補給操作につい

ては，当該操作に対する時間余裕は，放射線の遮蔽が維持される最低水位に到達するまでの

時間が事象発生から1日以上（10mSv/hの場合 6号及び7号炉 約1.4日），有効燃料棒頂部ま

で水位が低下するまでの時間が事象発生から3日以上（6号及び7号炉 約3.8日）であり，こ

れに対して，事故を検知して補給を開始するまでの時間は事象発生から約12時間であるこ

とから，時間余裕がある。 

34



 

添 4.1.2-8 

(2) 放射線の遮蔽が維持される水位 

想定事故1,2及び停止中の各有効性評価において原子炉建屋最上階での操作及びアクセス

は必要とならないため，被ばくの評価で明確な照射時間を想定することは困難であるが，仮

に使用済燃料プールの近接にある燃料プール冷却浄化系の手動弁の操作であっても１時間を

超える長時間の作業とならない。そこで想定事故1,2及び停止中の各有効性評価の必要な遮へ

いの目安とする線量率は，緊急作業時の被ばく限度（100mSv）及び緊急作業時の被ばく限度

適用する作業区域（15mSvを超えるおそれがある区域）等の条件から十分余裕のある10mSv/h

とした。 

想定事故1,2での必要な遮蔽水位は下の図より柏崎刈羽原子力発電所6号及び7号炉におい

て約4.9mとなり，開始水位から約2.1mが低下した水位である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 放射線の遮蔽が維持される水位 

  

約 4.9m 

約 2.1m 

使用済制御棒の自己遮蔽のモデルは露

出後も露出前と同様の水として評価を

しているため,ほぼ同等の値となって

いる（露出前の評価は大きな保守性を

持っている） 

通常水位 

通常水位 

有効燃料棒頂部からの水位（m） 

添付資料 4.1.2「水遮蔽厚に対する貯蔵中の使用済燃料からの線量率｣の算出につい

て 抜粋 

【変更内容】 放射線の遮蔽が維持される水位の根拠について追記 
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添 4.1.5-1 
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が

最
も
短
い

1
0
日

を
想
定

。
 

燃
料

の
崩

壊
熱

の
計

算
に

当
た

っ

て
は
，
O
R
I
G
E
N
2
 
を
用
い

て
算
出

 

最
確

条
件

で
は

評
価

条
件

で
設

定
し

て

い
る

燃
料

の
崩

壊
熱

よ
り

小
さ

く
な

る

た
め

，
使

用
済
燃

料
プ
ー

ル
水
の

温
度
上

昇
及

び
水

位
低

下
速

度
は

緩
や

か
に

な

る
が

，
補
給
操

作
は

，
燃

料
の

崩
壊
熱
に

応
じ
た
対

応
を
と

る
も
の

で
は
な

く
，
冷

却
機

能
喪

失
に

よ
る

異
常

の
認

知
を

起

点
と
す
る

も
の
で

あ
る
た

め
，
運

転
員
等

操
作
時
間

に
与
え

る
影
響

は
な
い

 

最
確
条
件

で
は

評
価

条
件

で
設

定
し

て
い

る
燃

料
の
崩

壊
熱

よ
り

小
さ

く
な

る
た

め
，
使

用
済

燃
料

プ
ー

ル

の
水
温
上

昇
及
び

水
位

低
下
速

度
は

緩
や

か
に

な
る

こ
と

か
ら
，

評
価

項
目

と
な

る
パ

ラ
メ

ー
タ

に
対

す
る

余
裕
は

大
き
く
な

る
 

使
用

済
燃

料
プ

ー
ル

の
初

期
水

温
 

6
5
℃

 

約
2
7
℃
～

約
4
5
℃

 

（
実

測
値

）
 

 

保
安

規
定

の
設

定
値

で
あ

る
6
5
℃

を
設
定

 

最
確

条
件

で
は

評
価

条
件

で
設

定
し

て

い
る

使
用

済
燃

料
プ

ー
ル

の
初

期
水

温

よ
り
低
く

な
る
た

め
，
時

間
余
裕

が
長
く

な
る
こ
と

が
考
え

ら
れ
る

が
，
補

給
操
作

は
，
使
用

済
燃
料

プ
ー
ル

の
初
期

水
温

に

応
じ
た
対

応
を
と

る
も
の

で
は
な

く
，
冷

却
機

能
喪

失
に

よ
る

異
常

の
認

知
を

起

点
と
す
る

も
の
で

あ
る
た

め
，
運

転
員
等

操
作
時
間

に
与
え

る
影
響

は
な
い

 

最
確
条
件

で
は

評
価

条
件

で
設

定
し

て
い

る
使

用
済

燃
料

プ
ー

ル
水

温
よ

り
低

く
な
る

た
め

，
沸

騰
開

始
時

間
が
遅
く

な
り

，
水

位
低

下
は

緩
和

さ
れ

る
こ

と
か

ら
，
評

価
項

目
と

な
る

パ
ラ

メ
ー

タ
に
対

す
る

余
裕
は

大
き
く
な

る
。

 

な
お
，
自
然

蒸
発

,
使

用
済

燃
料

プ
ー

ル
の

水
温

及
び

温
度

上
昇

の
非

一
様

性
に

よ
り
,
評

価
で

想
定

し
て

い

る
沸
騰
に

よ
る

水
位

低
下

開
始

時
間

よ
り

早
く

水
位

の
低

下
が

始
ま

る
こ

と
も

考
え

ら
れ

る
。
し

か
し

，
自

然
蒸
発
に

よ
る

影
響

は
沸

騰
に

よ
る

水
位

低
下

と
比

べ
て

僅
か

で
あ

り
，

気
化

熱
に

よ
り

使
用

済
燃

料
プ

ー

ル
水
は
冷

却
さ

れ
る

。
ま

た
，
使

用
済

燃
料

プ
ー

ル
の

水
温

の
非

一
様

性
も

沸
騰

開
始

後
の
気

泡
上

昇
を

駆

動
力
と
し

た
対

流
に

よ
り

影
響

が
小

さ
く

な
る

こ
と

が
考

え
ら

れ
る

。
さ

ら
に
，

仮
に

事
象

発
生

直
後

か
ら

沸
騰
に
よ

る
水

位
低

下
が

開
始

す
る

と
想

定
し

た
場

合
で

あ
っ

て
も

，
放

射
線

の
遮

蔽
が

維
持

さ
れ

る
最

低

水
位
に
到

達
す

る
ま

で
の

時
間

は
事

象
発

生
か

ら
1
日

以
上
（

1
0
m
S
v
/
h
の

場
合
 

6
号

及
び

7
号

炉
 
約

1
.
1
日
）
，
有

効
燃

料
棒

頂
部

ま
で

水
位

が
低

下
す

る
ま

で
の

時
間

は
事

象
発

生
か

ら
3
日

以
上
（

6
号

及
び

7
号
炉

 
約

3
.
5
日

）
あ

り
，

事
象

発
生

か
ら

1
2
時

間
後

ま
で

に
燃

料
プ

ー
ル

代
替

注
水

系
（
可

搬
型
）

に

よ
る
補
給

が
可
能

で
あ

る
た

め
，

評
価

項
目

と
な

る
パ

ラ
メ

ー
タ

に
与

え
る
影

響
は
小

さ
い
 

 

評
価

条
件

の
不

確
か

さ
の

影
響

評
価

に
つ

い
て

（想
定

事
故

1
） 

添付資料 4.1.5 

添
付
資
料

4.
1.

5「
水

遮
蔽

厚
に

対
す

る
貯

蔵
中

の
使

用
済

燃
料

か
ら

の
線

量
率

｣の
算

出
に

つ
い

て
 

抜
粋

 

【
変

更
内

容
】
 

燃
料
プ
ー
ル
代
替
注
水
系
（
可
搬
型
）
に
よ
る
使
用
済
燃
料
プ
ー
ル
へ
の
補
給
操
作
開
始
の
起
点
に
つ
い
て
、
技
術
的
能
力
の
記
載
と
整
合
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添 4.1.5-2 

表
1 

評
価
条
件
を
最
確
条
件
と
し
た
場
合
の
運
転
員
操
作
時
間
及
び
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
（
想
定
事
故

1
）（

2
/
3）

 

項
目

 

評
価

条
件

（
初

期
，

事
故

及
び

機
器
条

件
）

の
不

確
か

さ
 

評
価
設
定

の
考
え

方
 

運
転
員
等

操
作
時

間
に
与

え
る
影

響
 

評
価

項
目

と
な

る
パ

ラ
メ

ー
タ

に
与

え
る

影
響
 

評
価

条
件

 
最

確
条

件
 

初 期 条 件
 

使
用

済
燃

料
プ

ー
ル

の
初

期
水

位
 

通
常

水
位

 
通

常
水

位
付

近
 

設
計
値
を

設
定

 

評
価

条
件

で
の

使
用

済
燃

料
プ

ー
ル

の
初

期
水

位
は
通
常
水

位
を
設

定
し
て

い
る
た

め
，
そ
の

水
位

よ
り
低
い
方

の
変
動

を
考
慮

し
た
場

合
，
通
常

水
位
か

ら
有

効
燃

料
棒

頂
部

ま
で

水
位

が
低

下
す

る
時

間
及

び
補

給
機

能
喪

失
に

よ
る

異
常

の
認

知
の

時
間

は
短
く
な

る
。
水
位
の

条
件
に

よ
っ
て

は
水

位
低
下

に
よ
る

異
常
の
認

知
の
時

間
が
早

く
な
り

，
そ
れ
に

よ
り

操
作

開
始

が
早

く
な

る
こ

と
が

考
え

ら
れ

る
が

,
本

事
象

に
お

け
る

補
給

操
作

は
，

冷
却

機
能

喪
失

に
よ

る
異

常
の

認
知

を
起

点
と

し
て

操
作

を
開

始
す
る

た
め
，
そ
の
起

点
よ
り

操
作
開

始
が

遅
く
な

る
こ

と
は

な
く

,
運

転
員

等
操

作
時

間
に

与
え

る
影

響
は
な
い

。
 

ま
た

,
 
初

期
に

地
震

起
因

の
ス

ロ
ッ

シ
ン

グ
が

発
生
し
た
場

合
は
，

最
大
で

約
3
m
の
水

位
低

下
が
発

生
す
る
（

ス
ロ

ッ
シ
ン

グ
量
：
6
号
炉

6
9
0
m
3
,
 7

号
炉

7
1
0
m
3
）
。

こ
の
場

合
，
原

子
炉
建

屋
最

上
階

の
線
量

が
上
昇

す
る

（
1
.
0
×

1
0
3
m
S
v
/
h

程
度

※
2
）

た
め
，
そ

の
現
場

に
お
け

る
長
時

間
の
作

業
は

困
難
で

あ
る

。
た
だ
し

，
燃
料
プ

ー
ル
代

替
注
水

系
（
常
設

ス
プ
レ
イ

ヘ
ッ
ダ

）
に

よ
る
使

用
済
燃

料
プ

ー
ル
へ

の
補
給

操
作
は

，
屋
外

か
ら

実
施
で
き

る
た

め
線
量

の
影

響
が

小
さ

く
,
 
運

転
員

等
操

作
時

間
に

与
え

る
影
響
は

な
い

 

評
価

条
件

で
の
使

用
済

燃
料

プ
ー

ル
の
初

期
水

位
は

通
常

水
位

を
設

定
し

て
い

る
た

め
，
そ

の
変

動
を

考
慮

し
た

場
合

，
通

常
水

位
か

ら
有

効
燃

料
棒

頂
部

ま
で

水
位

が
低

下
す

る
時

間
は

短
く

な
る

が
，

仮
に

初
期

水
位

を
水

位
低

警
報

レ
ベ

ル
（

通
常

水
位

か
ら

0
.
3
ｍ

程
度

低
下

し
た

位
置

）
と

し
た

場
合

で
あ

っ
て

も
放

射
線

の
遮

蔽
が

維
持

さ
れ

る
最

低
水

位
に

到
達

す
る

ま
で

の
時

間
は
事

象
発

生
か

ら
1
日

以
上
（
1
0
m
S
v
/
h
の

場
合
 

6
号

及
び

7
号

炉
 
約

1
.
2
日

）
，

水
位

が
有

効
燃

料
棒

頂
部

ま
で

低
下

す
る

ま
で

の
時

間
は

事
象

発
生

か
ら

3
日

以
上

（
6
号

及
び

7
号

炉
 
約

3
.
7
日

）
あ

り
，
事

象
発

生
1
2
時

間
後

ま
で

に
燃

料
プ

ー
ル

代
替

注
水

系
（

可
搬

型
）
に

よ
る
補

給
が

可
能

で
あ

る
た

め
，
評

価
項

目
と

な
る

パ
ラ

メ
ー

タ
に

与
え

る
影

響
は

小
さ

い
。

 
ま

た
,
 
初

期
に

地
震

起
因

の
ス

ロ
ッ

シ
ン

グ
が

発
生

し
た

場
合

は
，

最
大

で
約

3
m
の

水
位

低
下

が
発

生
す

る
（
ス

ロ
ッ

シ
ン

グ
量
：
6
号

炉
6
9
0
m
3
,
 7

号
炉

7
1
0
m
3
※

1
）

。
こ

の
場

合
，

原
子

炉
建

屋
最

上
階
の

線
量

が
上

昇
す

る
（
1
.
0
×

1
0
3
m
S
v
/
h
程

度
※

2
）
た

め
，
そ

の
現

場
に

お
け

る
長

時
間

の
作

業
は

困
難

で
あ

る
。
た

だ
し
，
燃

料
プ

ー
ル

代
替

注
水

系
（

常
設

ス
プ

レ
イ

ヘ
ッ

ダ
）
を

用
い

た
燃

料
プ

ー
ル

代
替

注
水

系
（

可
搬

型
）
に

よ
る

使
用

済
燃

料
プ

ー
ル

へ
の
補

給
操

作
は
，
屋

外
で

の
操

作
で

あ
る

た
め

，
原

子
炉

建
屋

最
上

階
の
放

射
線

の
遮

蔽
が

維
持

さ
れ

る
水

位
を

下
回

っ
た

と
し

て
も

，
現

場
操

作
に

必
要

な
遮

蔽
は
使

用
済

燃
料

プ
ー

ル
筐

体
，

原
子

炉
建

屋
等

に
よ

り
維

持
さ

れ
る

。
事

象
発

生
1
2
時

間
後

か
ら
使

用
済

燃
料

プ
ー

ル
へ
補

給
す

る
こ

と
に

よ
り
，
原

子
炉

建
屋

最
上

階
の
放

射
線

の
遮

蔽
が

維
持

さ
れ

る
最

低
水

位
ま

で
回

復
す

る
時

間
は
事

象
発

生
か

ら
約

2
6
時

間
後
（

1
0
m
S
v
/
h
の

場
合

）
，

通
常

水
位

ま
で

回
復
す

る
時

間
は

事
象

発
生

か
ら
約

4
5
時

間
後

と
な

る
（

6
号

及
び

7
号

炉
同

様
）
。
ま

た
，
水

位
が

有
効

燃
料

棒
頂

部
ま

で
低

下
す

る
ま

で
の

時
間

は
事

象
発

生
か

ら
2
日

以
上

（
6
号

及
び

7
号

炉
 
約

2
.
2
日

）
あ

り
，
事

象
発

生
か

ら
1
2
時

間
後

ま
で

に
燃

料
プ

ー
ル

代
替

注
水

系
（

可
搬

型
）
に

よ
る

補
給
が

可
能

で
あ

る
た

め
，
評

価
項

目
と

な
る

パ
ラ

メ
ー

タ
に

与
え

る
影

響
は

小
さ

い
 

プ
ー

ル
ゲ

ー
ト

の
状
態

 

プ
ー

ル
ゲ

ー
ト

閉
鎖

 
（

原
子

炉
ウ

ェ
ル

及
び

D
/
S

ピ
ッ

ト
，
キ

ャ
ス

ク
ピ

ッ
ト

の
保

有
水

量
を

考
慮

し
な

い
）

 

プ
ー

ル
ゲ

ー
ト

開
放

 
（

原
子

炉
ウ

ェ
ル

及
び

D
/
S
ピ

ッ
ト

，
キ
ャ

ス
ク

ピ
ッ

ト
の

保
有

水
量

を
考

慮
）

 
 

全
炉

心
燃

料
取

出
直

後
で

あ
る
た
め

，
プ
ー

ル
ゲ
ー

ト
は

開
放

さ
れ

て
い

る
こ

と
が
想
定
さ

れ
る
が

，
保
守

的
に

原
子

炉
ウ

ェ
ル

及
び

D
/
S
ピ
ッ
ト
，
キ

ャ
ス
ク

ピ
ッ

ト
の

保
有

水
量

を
考

慮
し
な
い
状

態
を
想

定
 

プ
ー
ル
ゲ

ー
ト

の
開
放
を

想
定
し

た
場
合

，
保
有
水

量
は

プ
ー

ル
ゲ

ー
ト

閉
鎖

時
と

比
べ

2
倍

程
度

と
な
り
，
使
用
済

燃
料
プ

ー
ル
の

水
温
上

昇
や

蒸
発
に

よ
る
水
位

の
低
下

速
度
は

緩
和
さ

れ
る
が

，
補
給

操
作
は
，
プ
ー
ル

ゲ
ー
ト

の
状
態

に
応
じ

た
対

応
を
と

る
も
の
で

は
な
く

，
冷

却
機
能

喪
失
に

よ
る

異
常
の

認
知
を
起

点
と
す

る
も
の

で
あ
る

た
め

，
運

転
員
等

操
作
時
間

に
与
え

る
影
響

は
な
い

 

プ
ー

ル
ゲ

ー
ト
の

開
放

を
想

定
し

た
場

合
，

保
有

水
量

は
プ

ー
ル

ゲ
ー

ト
閉

鎖
時

と
比

べ
2

倍
程

度
と

な
り

，
使

用
済

燃
料

プ
ー

ル
の

水
温
上

昇
や

蒸
発

に
よ

る
水

位
の

低
下

速
度

は
緩

和
さ

れ
る

こ
と

か
ら

，
評

価
項

目
と

な
る

パ
ラ

メ
ー

タ
に

対
す

る
余

裕
は

大
き

く
な

る
 

 

外
部

水
源

の
容

量
 

約
1
8
,
0
0
0
m
3
 

1
8
,
0
0
0
m
3
以

上
 

（
淡

水
貯

水
池

水
量
）
 

淡
水

貯
水

池
の

通
常

時
の

水
量
を
参

考
に
，
最
確
条

件
を

包
絡

で
き

る
条

件
を

設
定
 

最
確
条
件

と
し
た

場
合
に

は
，
評
価

条
件
よ

り
も
水

源
容
量
の

余
裕

は
大
き
く

な
る
。
ま

た
，
事

象
発
生

1
2
時

間
後

か
ら

の
可

搬
型

代
替

注
水

ポ
ン

プ
に

よ
る

補
給

に
よ

り
防

火
水

槽
は

枯
渇

し
な

い
こ

と
か

ら
，
運
転

員
等
操

作
時
間

に
与
え

る
影
響

は
な
い

 

－
 

燃
料
の
容

量
 

約
2
,
0
4
0
k
L
 

2
,
0
4
0
k
L
以

上
 

（
軽

油
タ

ン
ク

容
量
）
 

通
常

時
の

軽
油

タ
ン

ク
の

運
用
値
を

参
考
に

，
最
確

条
件

を
包

絡
で

き
る

条
件

を
設
定

 

最
確
条
件

と
し
た

場
合
に

は
，
評
価

条
件
よ

り
も
燃

料
容
量
の

余
裕

は
大
き
く

な
る
。
ま

た
，
事

象
発
生

直
後

か
ら

最
大

負
荷

運
転

を
想

定
し

て
も

燃
料

は
枯
渇
し
な

い
こ
と

か
ら

，
運
転

員
等
操

作
時

間
に

与
え
る
影
響

は
な
い

 

－
 

※
1
 
本
評

価
値
は

，
使

用
済

燃
料

プ
ー

ル
へ

の
戻

り
水

の
影

響
を
考
慮

し
て
い

な
い
保

守
的
な

も
の

で
あ
り

，
こ
れ

ら
を
考

慮
す
る

と
ス
ロ
ッ
シ

ン
グ
量

が
小
さ

く
な

る
。

 

※
2
 
本
評

価
値
は

，
遮

蔽
の

影
響

を
考

慮
し

て
い

な
い

保
守

的
な
も
の

で
あ
り

，
プ
ー

ル
の
躯
体
等

が
遮
蔽

と
な
る

場
所
で

は
，
線

量
率
が
小
さ

く
な
る

。
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添 4.1.5-4 

 
表

2 
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
及
び
操
作
時
間
余
裕

(想
定
事
故
１
)（

1/
2）

 

項
目

 

評
価

条
件

（
操

作
条

件
）

の
不

確
か

さ
 

操
作
の
不

確
か
さ

要
因

 
運
転
員
等

操
作
時

間
に

与
え
る
影

響
 

評
価

項
目

と
な

る
パ

ラ

メ
ー

タ
に

与
え

る
影

響
 

操
作

時
間

余
裕

 
訓

練
実

績
等

 
評

価
上

の
操

作
開

始
時

間
 

評
価

上
の

操

作
開

始
時

間
 

評
価

設
定

の
考

え
方

 

操 作 条 件
 

燃
料

プ
ー

ル
代

替
注

水
系

（
可

搬
型

）
に

よ
る

使
用

済
燃

料
プ

ー
ル

へ
の

注
水

操
作

 

事
象

発
生

か

ら
1
2
時

間
後

 

可
搬

型
設

備
に

関
し

て
，
事

象
発

生
か

ら
1
2
時

間
ま

で

は
，
そ

の
機

能
に

期
待

し
な

い
と

仮
定

 

【
認
知
】

 

燃
料
プ
ー

ル
代
替

注
水
系
（
可
搬

型
）
に

よ
る
使
用
済

燃
料

プ
ー
ル
へ

の
注
水

操
作
の

開
始
は

事
象
発

生
か
ら

1
2
時
間

後
で
あ
り

，
そ
れ

ま
で
に

冷
却
機

能
喪
失

に
よ
る
異
常

の
認

知
を
認
知

で
き
る

時
間
が

あ
る

 

【
要
員
配

置
】

 

当
該

操
作

は
専

任
の

緊
急

時
対

策
要

員
が

配
置

さ
れ

て
お

り
，
操
作

開
始
時

間
に
与

え
る
影

響
は
な

し
 

【
移
動
】

 

燃
料
プ
ー

ル
代
替

注
水
系
（
可
搬

型
）
に

用
い
る

可
搬

型
代

替
注
水
ポ

ン
プ

は
，
事
象

発
生
後

に
作
業

現
場
へ

移
動

す
る

こ
と
を
想

定
し
て

い
る
。
仮
に
地

震
等
の

外
部
事
象
が

起
因

事
象
の
場

合
に
，

ア
ク
セ

ス
ル
ー

ト
の
被

害
が
あ
っ
て

も
，

ホ
イ

ー
ル

ロ
ー

ダ
等

に
て

必
要

な
ア

ク
セ

ス
ル

ー
ト

を
仮

復
旧
で
き

る
宿
直

の
体
制

と
し
て

お
り
，
操

作
開
始
時

間
に

与
え
る
影

響
は
な

し
 

【
操
作
所

要
時
間

】
 

燃
料
プ
ー

ル
代
替

注
水
系
（
可
搬

型
）
に

よ
る
使
用
済

燃
料

プ
ー
ル
へ

の
注
水

準
備
は

，
可
搬

型
代
替

注
水
ポ
ン
プ

の
配

置
，
ホ
ー

ス
敷
設

，
ポ
ン

プ
起
動

及
び
ホ

ー
ス
接
続
口

の
弁

の
開
操
作

で
あ
る

 

移
動
時
間

を
含
め

，
こ
れ

ら
準
備

操
作
に

8
0
分
間
を

想
定

し
て
い
る

。
評
価

上
の
操

作
開
始

時
間

を
1
2
時
間
後

と
設

定
し
て
い

る
が
，
他
の
操

作
は
な

い
た
め

，
冷
却
機

能
喪
失

に
よ
る
異

常
を
認

知
し
た

時
点
で

準
備
が

可
能
で
あ
る

。
な

お
，
そ
の

場
合
は

実
際
の

操
作
開

始
時
間

は
早
く
な
る

場
合

が
考
え
ら

れ
る

 

【
他
の
並

列
操
作

有
無
】

 

燃
料
プ
ー

ル
代
替

注
水
系
（
可
搬

型
）
に

よ
る
使
用
済

燃
料

プ
ー
ル
へ

の
注
水

操
作
時

に
，
他

の
並
列

操
作
は
な
く

，
操

作
時
間
に

与
え
る

影
響
な

し
 

【
操
作
の

確
実
さ

】
 

現
場
操
作

は
，
操

作
の
信

頼
性
向

上
や
要

員
の
安
全
の

た
め

2
人

1
組
で
実
施

す
る
こ

と
と
し

て
お
り

，
誤
操
作
は

起
こ

り
に
く
く

，
誤
操

作
等
に

よ
り
操

作
時
間

が
長
く
な
る

可
能

性
は
低
い

 

評
価

上
の

操
作

開
始

時

間
を
事
象

発
生

1
2
時

間

後
と

し
て

設
定

し
て

い

る
が
，
他
の
操

作
は
な

い

た
め
，
冷
却
機

能
喪
失

に

よ
る

異
常

を
認

知
し

た

時
点

で
注

水
準

備
に

着

手
可

能
で

あ
る

。
よ

っ

て
，
評

価
上
の

操
作
開

始

時
間
に
対

し
，
実
際

の
操

作
開

始
時

間
が

早
く

な

る
場
合
が

考
え
ら

れ
，
使

用
済

燃
料

プ
ー

ル
水

位

の
回
復
を

早
め
る

 

評
価

上
の

操
作

開
始

時

間
に

対
し

て
，

実
際

の

操
作

開
始

時
間

が
早

く

な
る

場
合

が
考

え
ら

れ
，
こ

の
場

合
，
使

用
済

燃
料

プ
ー

ル
水

位
の

回

復
が

早
く

な
り

，
評

価

項
目

と
な

る
パ

ラ
メ

ー

タ
に

対
す

る
余

裕
は

大

き
く

な
る

 

当
該

操
作

に
対

す
る

時
間

余
裕

は
，
放

射
線

の
遮

蔽
が

維
持

さ
れ

る
最

低
水

位
に

到
達

す
る

ま
で

の
時

間
が

事
象

発
生

か
ら

1
日

以
上
（

1
0
m
S
v
/
h
の

場

合
 
6
号

及
び

7
号

炉
 

約
1
.
4
日

）
，
有

効
燃

料
棒

頂
部

ま
で

水
位

が
低

下
す

る
ま

で
の

時
間

が
事

象
発

生
か

ら
3
日

以
上
（
6
号

及

び
7
号

炉
 
約

3
.
8
日

）

で
あ

り
，
こ

れ
に

対
し

て
事

故
を

検
知

し
て

注
水

を
開

始
す

る
ま

で
の

時
間

は
事

象
発

生
か

ら
約

1
2
時

間
で

あ
る

こ
と

か
ら

，
時

間

余
裕
が

あ
る

 

燃
料

プ
ー

ル
代

替

注
水

系
（

可
搬

型
）

に
よ

る
使

用
済

燃

料
プ

ー
ル

へ
の

注

水
準

備
は
，
所

要
時

間
8
0
分

想
定

の
と

こ
ろ

，
訓

練
実

績
等

に
よ

り
約

7
5
分

で

あ
り

，
想

定
で

意
図

し
て

い
る

作
業

が

実
施

可
能

な
こ

と

を
確

認
し

た
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1.2 有効性評価の対象となる事故シーケンスについて 
事故シーケンスグループ別に事故シーケンス、炉心損傷防止対策について整

理した結果を第 1-3 表に示す。 
解釈１－２(a)の事故シーケンスグループに含まれる事故シーケンスに対して

は、炉心の著しい損傷を防止するための対策として、国内外の先進的な対策と同

等のものを講じることが要求されている。 
一方で、事故シーケンスの中には、国内外の先進的な対策を考慮しても、炉心

損傷防止対策を講じることが困難なシーケンスが存在する。具体的には以下の 2
つの事故シーケンスが該当する。なお、国内外の先進的な対策と柏崎刈羽 6 号

炉及び 7 号炉の対策の比較を別紙 3 に示す。 
①大 LOCA＋HPCF 注水失敗＋低圧 ECCS 注水失敗 
②全交流電源喪失(外部電源喪失＋DG 喪失)＋原子炉停止失敗 
①の事故シーケンスは、原子炉圧力容器から多量の冷却材が短時間で失われ

ていく事象であり、大 LOCA 後は数分以内に多量の注水を開始しなければ炉心

損傷を防止することができない。今回の調査では、事象発生から極めて短時間に

多量の注入が可能な対策(インターロックの追設等)は確認できなかったことか

ら、このシーケンスを国内外の先進的な対策を考慮しても、炉心損傷防止対策を

講じることが困難なシーケンスとして整理した。 
以上より、①の事故シーケンスについては、格納容器破損防止対策の有効性評

価の対象とすることとし、炉心損傷防止対策の有効性評価の対象とする事故シ

ーケンスから除外した(重要事故シーケンス選定の対象とする事故シーケンスか

ら除外する)。 
①の事故シーケンスについても、炉心損傷後の原子炉への注水や格納容器ス

プレイなどの実施により、事象の緩和に期待できる。また、今回整備した格納容

器破損防止対策により原子炉格納容器の閉じ込め機能に期待できることを確認

している(「2.2.3 炉心損傷防止が困難な事故シーケンス等における格納容器破

損防止対策の有効性」参照)。 
②の事故シーケンスは、原子炉スクラムの失敗と全交流動力電源の喪失が重

畳する事故シーケンスである。制御棒による原子炉停止に期待できない場合の

代替の原子炉停止手段としてはほう酸水注入系を設けているが、全交流動力電

源の喪失によってほう酸水注入系が機能喪失に至ることから、炉心損傷を防ぐ

ことができない。今回の調査では、原子炉停止機能について、ほう酸水注入系に

期待できない場合のバックアップとなる対策は確認できなかったことから、こ

のシーケンスを、国内外の先進的な対策を考慮しても、炉心損傷防止対策を講じ

ることが困難なシーケンスとして整理した。 
②の事故シーケンスは地震レベル 1PRA から抽出された事故シーケンスであ

「事故シーケンスグループ及び重要事故シーケンス等の選定について」抜粋 
【変更内容】事故シーケンス「全交流電源喪失(外部電源喪失＋DG 喪失)＋原子炉

停止失敗」についての記載の適正化 
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る。原子炉スクラムの失敗の支配的な理由として、カットセットの分析結果(別
紙 5)からは、地震による炉内構造物の損傷等が抽出されている。今回の地震レ

ベル 1PRA では、事象発生と同時に最大の地震加速度を受けるものとして評価

しているが、事象発生と同時にどの程度の地震加速度が加えられるかについて、

実際には不確かさが大きい。炉内構造物の HCLPF は「地震加速度大」のスクラ

ム信号が発信される地震加速度よりも大幅に高い値であり、実際に大規模な地

震が発生した場合には、地震による炉内構造物の損傷等が生じる前にスクラム

信号が発信されると考えられる。また、地震レベル 1PRA では同種系統間での

完全相関を設定していることから、例えば 1 本のみの制御棒挿入に失敗する場

合であってもスクラム失敗により炉心損傷するものとして評価している。評価

の詳細は別紙 2 に示す。 
以上の通り、②の事故シーケンスの CDF は保守的な設定のもとに評価したも

のであるが、現実的に想定すると、本事故シーケンスによって炉心損傷に至る頻

度は十分に小さいと判断したことから、本事故シーケンスは、炉心の著しい損傷

を防止する対策を防止するための対策の有効性を確認するシーケンスに該当し

ないと判断した。 
なお、第 1-3 表に示すとおり、これらの事故シーケンスの全炉心損傷頻度への

寄与割合は小さく、全炉心損傷頻度の約 96.5%以上の事故シーケンスが炉心損

傷防止対策の有効性評価の対象範囲に含まれることを確認している。 
 
1.3 重要事故シーケンスの選定について 
1.3.1 重要事故シーケンス選定の考え方 
(1) 重要事故シーケンス選定の着眼点にもとづく整理 
設置変更許可申請における炉心損傷防止対策の有効性評価の実施に際しては、

事故シーケンスグループ毎に重要事故シーケンスを選定している。重要事故シ

ーケンスの選定にあたっては、「実用発電用原子炉に係る炉心損傷防止対策及び

格納容器破損防止対策の有効性評価に関する審査ガイド」(以下、「審査ガイド」

と言う。) に記載の 4 つの着眼点を考慮している。今回の重要事故シーケンスの

選定に係る具体的な考え方は以下のとおりである。また、シーケンスグループ毎

に、シーケンスと各着眼点との関係を整理し、関係が強いと考えられるものから

「高」、「中」、「低」と分類して整理した。 
 
【審査ガイドに記載されている重要事故シーケンス選定の着眼点】 

a. 共通原因故障又は系統間の機能の依存性によって複数の設備が機能喪失し、

 炉心の著しい損傷に至る。 
b. 炉心損傷防止対策の実施に対する余裕時間が短い。 
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第 1-3 表 事故シーケンスグループの主要な炉心損傷防止対策と炉心損傷頻度(KK6) 

※1 100%には第 1-2 表で除外した事故シーケンスの炉心損傷頻度も含む。 ※2 原子炉圧力の変化の不確かさによって炉心損傷防止の成否が変わる事故シーケンス ※3 事象進展の時間余裕の観点から、炉心損傷防止の成否には不確かさが残るが、影響緩和に期待できる設備

※4 地震発生と同時に最大の地震加速度を受けるものとして評価している地震レベル 1PRA の設定上抽出されたものであるが、地震時の挙動を現実的に想定すると、基準地震動よりも十分小さな加速度でスクラム信号「地震加速度大」が発信され、炉内構造物が損傷する加速

度に至る前に制御棒の挿入が完了すると考えられることから、現実的には発生し難いと考え、炉心損傷防止対策の有効性を確認する対象に該当しないと判断したシーケンス ※5 国内外の先進的な対策を考慮しても炉心損傷防止対策を講じることが困難なシーケンス 

解釈の事故 
シーケンスグループ 事故シーケンス 対応する主要な炉心損傷防止対策 事故シーケンス別 CDF(/炉年) 全 CDF に 

対する割合(%)※1 
ｸﾞﾙｰﾌﾟ別 

CDF(/炉年) 
全 CDF に 

対する割合(%)※1 備考 
内部 地震 津波 合計 

高圧・低圧注水 
機能喪失 

過渡事象＋高圧注水失敗＋低圧注水失敗 ・高圧代替注水系(常設代替直流電源設備) 
・手動減圧 
・低圧代替注水系(常設)(復水補給水系) 
・代替格納容器冷却スプレイ系 
・代替原子炉補機冷却系(熱交換ユニット+代替原子炉補

機冷却海水ポンプ) 
・格納容器圧力逃がし装置 
・可搬型代替注水ポンプ(水源補給) 

1.1×10-10 3.8×10-9 － 3.9×10-9 < 0.1 

1.6×10-4 77.3 

全炉心損傷頻

度の約 96.5%
を炉心損傷防
止対策でカバ

ー 

過渡事象＋SRV 再閉失敗＋高圧注水失敗＋低圧注水失敗 7.4×10-11 2.6×10-9 － 2.7×10-9 < 0.1 

通常停止＋高圧注水失敗＋低圧注水失敗 4.3×10-10 － － 4.3×10-10 < 0.1 

通常停止＋SRV 再閉失敗＋高圧注水失敗＋低圧注水失敗 3.1×10-10 － － 3.1×10-10 < 0.1 

サポート系喪失＋高圧注水失敗＋低圧注水失敗 3.2×10-11 － － 3.2×10-11 < 0.1 

サポート系喪失＋SRV 再閉失敗＋高圧注水失敗＋低圧注水失敗 4.3×10-12 － － 4.3×10-12 < 0.1 

最終ヒートシンク喪失＋RCIC 失敗 

・津波による浸水防止 

－ － 5.3×10-5 5.3×10-5 26.4 

最終ヒートシンク喪失＋SRV 再閉失敗 － － 2.8×10-7 2.8×10-7 0.1 

最終ヒートシンク喪失＋全交流電源喪失(電源盤浸水)＋RCIC 失敗 － － 1.0×10-4 1.0×10-4 50.5 

最終ヒートシンク喪失＋全交流電源喪失(電源盤浸水)＋SRV 再閉失敗 － － 5.3×10-7 5.3×10-7 0.3 

高圧注水・減圧 
機能喪失 

過渡事象＋高圧注水失敗＋原子炉減圧失敗 
・減圧自動化ロジック(残留熱除去系ポンプ吐出圧確立+

原子炉水位低(レベル 1)+ 600 秒経過で SRV4 弁開放) 
・高圧代替注水系(常設代替直流電源設備) 
・残留熱除去系(低圧注水. 除熱) 

1.8×10-9 2.8×10-8 － 3.0×10-8 < 0.1 

3.6×10-8 < 0.1 

過渡事象＋SRV 再閉失敗＋高圧注水失敗＋原子炉減圧失敗 5.4×10-11 2.9×10-9 － 3.0×10-9 < 0.1 

通常停止＋高圧注水失敗＋原子炉減圧失敗 2.0×10-9 － － 2.0×10-9 < 0.1 

通常停止＋SRV 再閉失敗＋高圧注水失敗＋原子炉減圧失敗 1.2×10-10 － － 1.2×10-10 < 0.1 

サポート系喪失＋高圧注水失敗＋原子炉減圧失敗 2.1×10-10 － － 2.1×10-10 < 0.1 

サポート系喪失＋SRV 再閉失敗＋高圧注水失敗＋原子炉減圧失敗 4.6×10-11 － － 4.6×10-11 < 0.1 

全交流動力 
電源喪失 

全交流電源喪失(外部電源喪失＋DG 喪失) 

・原子炉隔離時冷却系(所内直流電源設備の確保) 
・高圧代替注水系(常設代替直流電源設備) 
・手動減圧 
・低圧代替注水系(常設)(復水補給水系) 
・代替格納容器冷却スプレイ系 
・代替原子炉補機冷却系(熱交換ユニット+代替原子炉補

機冷却海水ポンプ) 
・格納容器圧力逃がし装置 
・常設代替交流電源設備 
・可搬型代替注水ポンプ(水源補給) 

4.8×10-10 1.9×10-6 － 1.9×10-6 0.1 

2.7×10-5 13.3 
全交流電源喪失(外部電源喪失＋DG 喪失)＋SRV 再閉失敗※2 

・原子炉隔離時冷却系※3 
・高圧代替注水系(常設代替直流電源設備)※3 
・上記の点線枠内の対策※3 

1.2×10-10 1.0×10-8 － 1.0×10-8 < 0.1 

全交流電源喪失(外部電源喪失＋DG 喪失)＋RCIC 失敗 ・高圧代替注水系(常設代替直流電源設備) 
・上記の点線枠内の対策 6.0×10-10 5.4×10-8 － 5.4×10-8 < 0.1 

外部電源喪失＋直流電源喪失 
・常設代替直流電源設備 
・原子炉隔離時冷却系(所内直流電源設備の確保) 
・高圧代替注水系(常設代替直流電源設備) 
・上記の点線枠内の対策 

8.1×10-11 1.3×10-7 － 1.3×10-7 < 0.1 

最終ヒートシンク喪失＋全交流電源喪失(電源盤浸水)＋直流電源喪失(電源設備浸水) ・津波による浸水防止 － － 2.5×10-5 2.5×10-5 12.3 

崩壊熱除去 
機能喪失 

過渡事象＋崩壊熱除去失敗 
・代替格納容器冷却スプレイ系 
・代替原子炉補機冷却系(熱交換ユニット+代替原子炉補

機冷却海水ポンプ) 
・格納容器圧力逃がし装置 
・可搬型代替注水ポンプ(水源補給) 
・手動減圧 
・低圧代替注水系(常設)(復水補給水系) 
・常設代替交流電源設備 

5.0×10-6 3.2×10-6 － 8.2×10-6 4.1 

1.2×10-5 5.9 

過渡事象＋SRV 再閉失敗＋崩壊熱除去失敗 3.8×10-7 1.4×10-8 － 3.9×10-7 0.2 

通常停止＋崩壊熱除去失敗 2.7×10-6 － － 2.7×10-6 1.3 

通常停止＋SRV 再閉失敗＋崩壊熱除去失敗 2.1×10-8 － － 2.1×10-8 < 0.1 

サポート系喪失＋崩壊熱除去失敗 5.2×10-7 － － 5.2×10-7 0.3 

サポート系喪失＋SRV 再閉失敗＋崩壊熱除去失敗 2.7×10-9 － － 2.7×10-9 < 0.1 

小 LOCA＋崩壊熱除去失敗 5.0×10-8 － － 5.0×10-8 < 0.1 

中 LOCA＋RHR 失敗 3.0×10-8 － － 3.0×10-8 < 0.1 

大 LOCA＋RHR 失敗 3.0×10-9 － － 3.0×10-9 < 0.1 

原子炉停止 
機能喪失 

過渡事象＋原子炉停止失敗 ・代替制御棒挿入機能 
・代替冷却材再循環ポンプ・トリップ機能 
・ほう酸水注入系 
・高圧炉心注水系 
・原子炉隔離時冷却系 
・残留熱除去系 

5.6×10-12 9.2×10-9 － 9.2×10-9 < 0.1 

1.4×10-8 < 0.1 
小 LOCA＋原子炉停止失敗 8.0×10-14 － － 8.0×10-14 < 0.1 

中 LOCA＋原子炉停止失敗 5.3×10-14 － － 5.3×10-14 < 0.1 

大 LOCA＋原子炉停止失敗 5.3×10-15 － － 5.3×10-15 < 0.1 

全交流電源喪失(外部電源喪失＋DG 喪失)＋原子炉停止失敗※4 － － 4.7×10-9 － 4.7×10-9 < 0.1 

LOCA 時 
注水機能喪失 

小 LOCA＋高圧注水失敗＋低圧注水失敗 ・手動減圧 
・低圧代替注水系(常設)(復水補給水系) 
・代替格納容器冷却スプレイ系 
・代替原子炉補機冷却系(熱交換ユニット+代替原子炉補

機冷却海水ポンプ) 
・格納容器圧力逃がし装置 
・可搬型代替注水ポンプ(水源補給) 

9.8×10-13 － － 9.8×10-13 < 0.1 

4.5×10-9 < 0.1 
小 LOCA＋高圧注水失敗＋原子炉減圧失敗 3.0×10-12 － － 3.0×10-12 < 0.1 

中 LOCA＋HPCF 注水失敗＋低圧 ECCS 注水失敗 3.9×10-9 － － 3.9×10-9 < 0.1 

中 LOCA＋HPCF 注水失敗＋原子炉減圧失敗 5.7×10-11 － － 5.7×10-11 < 0.1 

大 LOCA＋HPCF 失敗＋低圧注水失敗※5 ・上記の点線枠内の対策※3 5.0×10-10 － － 5.0×10-10 < 0.1 

格納容器バイパス 
(ISLOCA) インターフェイスシステム LOCA(ISLOCA) 

・ISLOCA 発生箇所の隔離 
・高圧炉心注水系 
・手動減圧 
・低圧炉心注水系 

9.5×10-11 － － 9.5×10-11 < 0.1 9.5×10-11 < 0.1 

合計 8.7×10-6 5.3×10-6 1.8×10-4 1.9×10-4 96.5 1.9×10-4 96.5 － 
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第 1-3 表 事故シーケンスグループの主要な炉心損傷防止対策と炉心損傷頻度(KK7) 

※1 100%には第 1-2 表で除外した事故シーケンスの炉心損傷頻度も含む。 ※2 原子炉圧力の変化の不確かさによって炉心損傷防止の成否が変わる事故シーケンス ※3 事象進展の時間余裕の観点から、炉心損傷防止の成否には不確かさが残るが、影響緩和に期待できる設備 

※4 地震発生と同時に最大の地震加速度を受けるものとして評価している地震レベル 1PRA の設定上抽出されたものであるが、地震時の挙動を現実的に想定すると、基準地震動よりも十分小さな加速度でスクラム信号「地震加速度大」が発信され、炉内構造物が損傷する加速

度に至る前に制御棒の挿入が完了すると考えられることから、現実的には発生し難いと考え、炉心損傷防止対策の有効性を確認する対象に該当しないと判断したシーケンス ※5 国内外の先進的な対策を考慮しても炉心損傷防止対策を講じることが困難なシーケンス 

解釈の事故 
シーケンスグループ 事故シーケンス 対応する主要な炉心損傷防止対策 事故シーケンス別 CDF(/炉年) 全 CDF に 

対する割合(%)※1 
ｸﾞﾙｰﾌﾟ別 

CDF(/炉年) 
全 CDF に 

対する割合(%)※1 備考 
内部 地震 津波 合計 

高圧・低圧注水 
機能喪失 

過渡事象＋高圧注水失敗＋低圧注水失敗 ・高圧代替注水系(常設代替直流電源設備) 
・手動減圧 
・低圧代替注水系(常設)(復水補給水系) 
・代替格納容器冷却スプレイ系 
・代替原子炉補機冷却系(熱交換ユニット+代替原子炉補
機冷却海水ポンプ) 

・格納容器圧力逃がし装置 
・可搬型代替注水ポンプ(水源補給) 

1.1×10-10 9.2×10-9 － 9.3×10-9 < 0.1 

1.9×10-4 79.6 

全炉心損傷頻
度の約 97.6%
を炉心損傷防
止対策でカバ

ー 

過渡事象＋SRV 再閉失敗＋高圧注水失敗＋低圧注水失敗 7.4×10-11 4.0×10-9 － 4.0×10-9 < 0.1 

通常停止＋高圧注水失敗＋低圧注水失敗 4.3×10-10 － － 4.3×10-10 < 0.1 

通常停止＋SRV 再閉失敗＋高圧注水失敗＋低圧注水失敗 3.1×10-10 － － 3.1×10-10 < 0.1 

サポート系喪失＋高圧注水失敗＋低圧注水失敗 3.5×10-11 － － 3.5×10-11 < 0.1 

サポート系喪失＋SRV 再閉失敗＋高圧注水失敗＋低圧注水失敗 4.3×10-12 － － 4.3×10-12 < 0.1 

最終ヒートシンク喪失＋RCIC 失敗 

・津波による浸水防止 

－ － 8.7×10-5 8.7×10-5 36.5 

最終ヒートシンク喪失＋SRV 再閉失敗 － － 4.6×10-7 4.6×10-7 0.2 

最終ヒートシンク喪失＋全交流電源喪失(電源盤浸水)＋RCIC 失敗 － － 1.0×10-4 1.0×10-4 42.6 

最終ヒートシンク喪失＋全交流電源喪失(電源盤浸水)＋SRV 再閉失敗 － － 5.3×10-7 5.3×10-7 0.2 

高圧注水・減圧 
機能喪失 

過渡事象＋高圧注水失敗＋原子炉減圧失敗 
・減圧自動化ロジック(残留熱除去系ポンプ吐出圧確立+

原子炉水位低(レベル 1)+ 600 秒経過で SRV4 弁開放) 
・高圧代替注水系(常設代替直流電源設備) 
・残留熱除去系(低圧注水. 除熱) 

1.8×10-9 2.2×10-8 － 2.4×10-8 < 0.1 

2.8×10-8 < 0.1 

過渡事象＋SRV 再閉失敗＋高圧注水失敗＋原子炉減圧失敗 5.2×10-11 1.0×10-9 － 1.1×10-9 < 0.1 

通常停止＋高圧注水失敗＋原子炉減圧失敗 2.0×10-9 － － 2.0×10-9 < 0.1 

通常停止＋SRV 再閉失敗＋高圧注水失敗＋原子炉減圧失敗 1.2×10-10 － － 1.2×10-10 < 0.1 

サポート系喪失＋高圧注水失敗＋原子炉減圧失敗 2.9×10-10 － － 2.9×10-10 < 0.1 

サポート系喪失＋SRV 再閉失敗＋高圧注水失敗＋原子炉減圧失敗 4.1×10-11 － － 4.1×10-11 < 0.1 

全交流動力 
電源喪失 

全交流電源喪失(外部電源喪失＋DG 喪失) 

・原子炉隔離時冷却系(所内直流電源設備の確保) 
・高圧代替注水系(常設代替直流電源設備) 
・手動減圧 
・低圧代替注水系(常設)(復水補給水系) 
・代替格納容器冷却スプレイ系 
・代替原子炉補機冷却系(熱交換ユニット+代替原子炉補

機冷却海水ポンプ) 
・格納容器圧力逃がし装置 
・常設代替交流電源設備 
・可搬型代替注水ポンプ(水源補給) 

4.8×10-10 3.5×10-6 － 3.5×10-6 1.5 

2.9×10-5 12.0 
全交流電源喪失(外部電源喪失＋DG 喪失)＋SRV 再閉失敗※2 

・原子炉隔離時冷却系※3 
・高圧代替注水系(常設代替直流電源設備)※3 
・上記の点線枠内の対策※3 

1.2×10-10 2.0×10-8 － 2.1×10-8 < 0.1 

全交流電源喪失(外部電源喪失＋DG 喪失)＋RCIC 失敗 ・高圧代替注水系(常設代替直流電源設備) 
・上記の点線枠内の対策 6.0×10-10 3.7×10-7 － 3.7×10-7 0.2 

外部電源喪失＋直流電源喪失 
・常設代替直流電源設備 
・原子炉隔離時冷却系(所内直流電源設備の確保) 
・高圧代替注水系(常設代替直流電源設備) 
・上記の点線枠内の対策 

8.1×10-11 6.0×10-8 － 6.1×10-8 < 0.1 

最終ヒートシンク喪失＋全交流電源喪失(電源盤浸水)＋直流電源喪失(電源設備浸水) ・津波による浸水防止 － － 2.5×10-5 2.5×10-5 10.3 

崩壊熱除去 
機能喪失 

過渡事象＋崩壊熱除去失敗 
・代替格納容器冷却スプレイ系 
・代替原子炉補機冷却系(熱交換ユニット+代替原子炉補

機冷却海水ポンプ) 
・格納容器圧力逃がし装置 
・可搬型代替注水ポンプ(水源補給) 
・手動減圧 
・低圧代替注水系(常設)(復水補給水系) 
・常設代替交流電源設備 

5.0×10-6 5.3×10-6 － 1.0×10-5 4.3 

1.4×10-5 5.9 

過渡事象＋SRV 再閉失敗＋崩壊熱除去失敗 3.8×10-7 2.3×10-8 － 4.0×10-7 0.2 

通常停止＋崩壊熱除去失敗 2.7×10-6 － － 2.7×10-6 1.1 

通常停止＋SRV 再閉失敗＋崩壊熱除去失敗 2.1×10-8 － － 2.1×10-8 < 0.1 

サポート系喪失＋崩壊熱除去失敗 5.5×10-7 － － 5.5×10-7 0.2 

サポート系喪失＋SRV 再閉失敗＋崩壊熱除去失敗 2.9×10-9 － － 2.9×10-9 < 0.1 

小 LOCA＋崩壊熱除去失敗 5.0×10-8 － － 5.0×10-8 < 0.1 

中 LOCA＋RHR 失敗 3.0×10-8 － － 3.0×10-8 < 0.1 

大 LOCA＋RHR 失敗 3.0×10-9 － － 3.0×10-9 < 0.1 

原子炉停止 
機能喪失 

過渡事象＋原子炉停止失敗 ・代替制御棒挿入機能 
・代替冷却材再循環ポンプ・トリップ機能 
・ほう酸水注入系 
・高圧炉心注水系 
・原子炉隔離時冷却系 
・残留熱除去系 

5.0×10-12 1.8×10-7 － 1.8×10-7 0.1 

3.6×10-7 0.1 
小 LOCA＋原子炉停止失敗 7.9×10-14 － － 7.9×10-14 < 0.1 

中 LOCA＋原子炉停止失敗 5.2×10-14 － － 5.2×10-14 < 0.1 

大 LOCA＋原子炉停止失敗 5.2×10-15 － － 5.2×10-15 < 0.1 

全交流電源喪失(外部電源喪失＋DG 喪失)＋原子炉停止失敗※4 － － 1.8×10-7 － 1.8×10-7 0.1 

LOCA 時 
注水機能喪失 

小 LOCA＋高圧注水失敗＋低圧注水失敗 ・手動減圧 
・低圧代替注水系(常設)(復水補給水系) 
・代替格納容器冷却スプレイ系 
・代替原子炉補機冷却系(熱交換ユニット+代替原子炉補

機冷却海水ポンプ) 
・格納容器圧力逃がし装置 
・可搬型代替注水ポンプ(水源補給) 

9.9×10-13 － － 9.9×10-13 < 0.1 

4.5×10-9 < 0.1 
小 LOCA＋高圧注水失敗＋原子炉減圧失敗 3.0×10-12 － － 3.0×10-12 < 0.1 

中 LOCA＋HPCF 注水失敗＋低圧 ECCS 注水失敗 3.9×10-9 － － 3.9×10-9 < 0.1 

中 LOCA＋HPCF 注水失敗＋原子炉減圧失敗 5.7×10-11 － － 5.7×10-11 < 0.1 

大 LOCA＋HPCF 失敗＋低圧注水失敗※5 ・上記の点線枠内の対策※3 5.0×10-10 － － 5.0×10-10 < 0.1 

格納容器バイパス 
(ISLOCA) インターフェイスシステム LOCA(ISLOCA) 

・ISLOCA 発生箇所の隔離 
・高圧炉心注水系 
・手動減圧 
・低圧炉心注水系 

9.5×10-11 － － 9.5×10-11 < 0.1 9.5×10-11 < 0.1 

合計 8.7×10-6 9.7×10-6 2.1×10-4 2.3×10-4 97.6 2.3×10-4 97.6 － 
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